
吹田市排水設備指定工事店に関する規則に規定する申請書の様式等を

定める要領 

 

 

 

１ 吹田市排水設備指定工事店に関する規則（平成１０年吹田市規則第５号。以下「規

則」という。）に規定する申請書等の様式は、次のとおりとする。 

⑴ 規則第３条に規定する申請書 

（様式第１号 吹田市排水設備指定工事店指定申請書） 

⑵ 規則第４条に規定する申請書 

（様式第２号 吹田市排水設備指定工事店指定更新申請書） 

⑶ 規則第６条に規定する申請書 

（様式第３号 吹田市排水設備指定工事店指定変更申請書） 

⑷ 規則第７条第３号に規定する届出書 

（様式第４号 吹田市排水設備指定工事店指定辞退届） 

⑸ 規則第５条第１項に規定する指定工事店証の再交付に係る申請書 

（様式第５号 吹田市排水設備指定工事店証再交付申請書） 

⑹ 規則第３条第２項第１号に規定する申告書 

   （様式第６号 申告書） 

 ⑺ 規則第５条第１項に規定する指定工事店証 

   （様式第７号 指定工事店証） 

 

２ 規則第６条の規定による申請の内容が次に掲げるものであってその内容が軽微

な変更と認められるときは、吹田市下水道条例（昭和４１年吹田市条例第１０号）

第３０条の規定により当該申請に係る手数料を免除するものとする。 

⑴ 指定工事店の営業所の電話番号またはＦＡＸ番号だけの変更で、指定工事店証

の記載内容には変更がなく再交付の必要がないとき。 

⑵ 所属している責任技術者に変更があった場合で、指定工事店証の記載内容には

変更がなく再交付の必要がないとき。 

⑶ 営業所の建て替え等により一時的に営業所を移転する場合や、倉庫の移転があ

った場合で、指定工事店証の記載内容には変更がなく再交付の必要がないとき。 

⑷ 住居表示の変更に伴い営業所の所在地が変更となった場合で、申請者が新たな

指定工事店証の交付を必要としないとき。 

 

 

 

 

 

 

 



附 則 

１ この要領は、平成２４年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

１ この要領は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

１ この要領は、令和元年１０月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 吹田市下水道条例の一部を改正する条例（令和元年吹田市条例第６３号）による

改正前の吹田市下水道条例（昭和４１年吹田市条例第１０号）第９条第２項の規定

により市長が行った責任技術者の登録で、この要領の施行の際現に効力を有するも

のは、大阪府下水道協会が行った責任技術者の登録とみなす。この場合において、

当該登録の有効期間は、市長が行った登録の有効期間とする。 

３ 改正前の吹田市排水設備指定工事店に関する規則第１９条第１項の規定により

市長が交付した責任技術者証で、この要領の施行の際現に効力を有するものは、大

阪府下水道協会が交付した責任技術者証とみなす。この場合において、当該責任技

術者証の有効期間は、市長が交付した責任技術者証の有効期間とする。 

４ この要領の施行の際、現に責任技術者の登録に関する協定を締結している市町村

の下水道排水設備工事責任技術者の登録を証する証書は、登録期間が経過するまで

の間、大阪府下水道協会が交付した責任技術者証とみなす。この場合において、当

該責任技術者証の有効期間は、各市町村長が発行した下水道排水設備工事責任技術

者の登録を証する証書の登録期間が経過するまでの間とする。 

 

 


